






























日時 2008年6月30日(月) 午後2:00-5:45 
会場 京都大学時計台記念館2階国際交流ホール 
総合司会 山本裕美 京都大学経済学研究科上海センター長 
討論司会 大西 広 京都大学経済学研究科上海センター副センター長 
報告者 
①張 燕生 中国国務院発展改革委員会対外経済研究所所長「東アジア共同体-中国の視点-」 
②安 乗直 ソウル大学名誉教授「東アジア共同体-韓国の視点-」 
③板東 慧 国際経済労働研究所会長「東アジア共同体かアジア共同体か」 
④本山美彦 京都大学名誉教授、大阪産業大学教授「日本は米国の軛から逃れることができるか」 
 



















































                                                                       
 



















































































                                                                   
 
≪ 労働契約法 ≫ ２００７年６月２９日成立：２００８年１月１日施行  ※（株）リサーチセンターから転載 





















第４３条 （工会の役割）   
雇用単位が一方的に労働契約を解除する場合、事前に理由を工会に通知しなければならない。雇用
単位が法律、行政法規の規定、又は労働契約の約定に違反している場合、工会は雇用単位に是正を要
求する権利を有する。雇用単位は工会の意見を検討しなければならず、かつ処理結果を書面にて工会
に通知しなければならない。 
 
３．ねじれ現象を起こしている会社法と労働法 
現在、中国では、会社法においては資本主義に大きく近づき、労働法においては共産主義に大きく U タ
ーンするという、いわばねじれ現象が起きている。 
しかしながら、これは中国のみの問題ではなく、現代世界共通の現象であるともいえる。資本主義社会で
は大多数の人間が会社という組織に所属し生きている。ところがその会社の所有者は株主＝資本家であり、
その無責任な専横者としての立場は会社法の中で有限責任を保障されている。さらに会社内で人間は、資
本家と労働者という階級に分化し敵対しており、強者である資本家の横暴を防止し、弱者である労働者を守
るという名目で労働法が制定されている。つまり資本主義社会でも、資本主義の根幹をなす会社法と共産
主義の落とし子である労働法が現存しており、ねじれ現象が起きているのである。 
歴史的に見れば、会社法は資本主義の勃興とともに、株主という資本家の利益を守るために成立してき
た。株式会社は１６Cに生まれたイギリスの東インド会社に起源を持つ。それはロンドンの商人グループが、
今日の宇宙探査に匹敵するほどのリスクの高い東方との交易を目指し、そのための船団を送り出す事業に
共同で投資することを目的とした組織であった。彼らは失敗を覚悟しており、そのリスクから逃れるために有
限責任を明確にした。つまり株式会社はもともと無責任な人間の集団を守る仕組みとして始まったのである。
その基本的な性格は今日に至るまでも変わっておらず、その思想をもとにして資本主義社会が発展してき
た。 
一方、労働法は産業革命以降、資本家の横暴に対して、労働者の利益を守るために成立してきた。労働
法はイギリスにおける工場法の成立にその起源を持つ。工場法は１９C 初頭のイギリスにおいて、児童およ
び婦人労働者の保護を対象にして成立した。その背景としては、１８C 末の紡績工場を襲った原因不明の
熱病の流行が、極端な長時間労働と栄養不良および劣悪な労働環境によるものであるとし、この労働関係
の克服をめざして現れたものであり、経営とは関係なく労働者の利益を守るためにのみ成立したのである。
その後、この労働法思想の延長線上に、資本家を打倒し労働者の権力を樹立しようとする共産主義思想が
開花し、その思想のもとに２０Cに入って多くの社会主義国家が成立した。しかしながらそれらの国家はほと
んど破綻し、共産主義も過去の思想となった。 
その異なる起源を持ち、資本家を守る会社法と労働者を守る労働法が、歳月を経て、奇妙なことに現在、
会社という組織の中で同居しているのである。かつて鄧小平が、中国は「社会主義市場経済」をめざすと叫
んだとき、資本主義陣営の識者はその矛盾を笑った。しかしよくよく考えてみれば、日本を含む資本主義世
界も「市場経済社会主義」と呼ぶにふさわしく、まさにそれは「目くそ鼻くそを笑う」の類である。上述したよう
に、現代資本主義社会において、会社という組織はその社会の基礎構成要素であるにもかかわらず、根本
的矛盾を抱え込んだ奇妙な組織だからである。 
幸か不幸か、日本は共産主義の洗礼を受けなかった。したがって会社内においては、当然のことながら
資本主義思想が優先している。ところが中国は共産主義思想のもとに生まれた国家であるから、これまた当
然のことながら、共産主義思想が優先していた。したがって中国には会社概念がなく、株主の有限責任の
規定がなかった。ところが不思議なことに労働者の立場が保障されていなかった。しかしながら最近になっ
てやっと、会社法が充実し、今回労働契約法が成立した。これで先進資本主義国と大きな差がなくなったが、
同時に国家と会社内に大きな矛盾を抱え込んだことにもなる。 
現代の株式会社において、もっとも大きな問題は、資本家も労働者も法律において無責任を擁護されて
おり、その結果、会社および社会が無責任な集団と化してしまっていることである。資本主義社会では、会
社の主人公は株主であり、彼らは会社の経営にはまったく無責任であるにもかかわらず、その立場は法律
で守られている。一方、資本主義社会には、会社の主人公は労働者であるとする思想も存在しており、労働
者はいったん会社に雇われたら、労働法で保護され、よほどのことがない限り解雇されることがない。だか
ら会社の経営には無責任であっても身は安泰であるし、会社が倒産しそうになっても、労働者には全財産
をつぎ込んで会社を支える義務はなく、さっさとその会社を見限って次の職場へ移る権利を持っている。労
働者は会社の経営に関して、悪事を働かない限り法律上の責任を問われることはない。このように株式会
社というものは、無責任な資本家＝株主と、これまた無責任な労働者の集団で構成されているということが
できる。それが社会の基礎を構成しているのだから、現代社会や国家、そして世界はきわめて不安定なも
のである。  
現在、もっとも必要なことは、会社組織というものを再考し、資本主義の延長でもなく、ましてや共産主義
の復権でもない、まったく新しい思想のもとに、すべての人間がしっかり責任を持つことを規定した新組織
と新社会を構築することである。できうれば新興大国である中国には、あえてねじれ現象の悪しき資本主義
社会の仲間入りするのではなく、新しい組織と社会の構築を目指して進んでもらいたいものである。 
